第３　調査結果の概要

１　共同処理の総数及び関係団体（第１表及び第４表）

(1)　共同処理の総件数は、９，３４５件、関係団体は延べ２２，
４６５団体である。
(2)　連携協約の増加や、事務の委託等の増加により前回調査（平成３０年７月１日現在）から総件数は１５６件、関係団体数は４３団体増加している。

２　処理方式別の状況（第１表、第３表及び第４表、図１，２）

(1)　処理方式では、事務の委託が６，７５２件で最も多く全体の７２．３％を占めている。以下、一部事務組合１，４０９件（１５．１％）、機関等の共同設置４５０件（４．８％）の順となっている（図１）。
(2)　連携協約では、連携中枢都市圏の形成に係る連携協約が　　
３０９件※となっており、全体の７６．７％を占めている。それ以外の連携協約では、消費生活相談に関する事務が４０件　　
（９．９％）で最も多く、次いで児童福祉に関する事務２９件（７．２％）となっている（その他を除く）。
（※ 連携協約締結に基づく連携中枢都市圏の数は３４圏域）
前回調査との比較では、新たな連携中枢都市圏の形成に伴う連
携協約の締結や、病児保育の共同実施等に伴う連携協約の締結に
より連携協約の件数は全体で８４件増加している。
また、今回の調査で初めて、消防の広域化のため、はしご自動車の共同運用に関する事務について連携協約を締結したケースが数件報告された。

(3)　協議会では、消防に関する事務が４８件（２２．７％）で最
も多く、次いで、救急に関する事務２６件（１２．３％）となっている。総件数としては前回調査と変わっていないが、消防の広域化のため、消防指令業務に関する事務等に係る協議会の設置により１６件増加した一方、視聴覚教育活動の普及指導に関する事務等の終了に伴う協議会の廃止により１６件減少している。
(4)  機関等の共同設置では、介護区分認定審査に関する事務が１２７件（２８．２％）で最も多く、以下、公平委員会に関する事務１１０件（２４．４％）、障害区分認定審査に関する事務１０７件（２３．８％）の順となっている。総件数としては、前回調査から５件増加しているが、広域連合の解散に伴い、広域連合で行っていた事務を処理するために各種機関等を共同設置したこと等により２１件増加した一方、より広域的な公平委員会を共同設置したことに伴い、従来共同設置していた公平委員会を廃止したこと等により１６件減少している。
(5)　事務の委託では、住民票の写し等の交付に関する事務が
１，３６８件（２０.３％）で最も多く、以下、公平委員会に関する事務１，１６６件（１７．３％）、競艇に関する事務８６１件（１２．８％）の順となっている。前回調査との比較では、行政不服審査法上の附属機関に関する事務の県への一元化や、情報基盤整備に関する事務(戸籍に係る電子情報処理組織に関する事務等)の委託の増加により１２４件増加している。
(6)　事務の代替執行では、簡易水道、公害防止、水道事業に関す
る事務がそれぞれ１件ずつ（計３件）あり、前回調査から件数は
変わっていない。
なお、災害復旧に係る事務援助のため、一時的に災害支援代理寄附に関する事務が１件増加したが、同事務は既に廃止されている。
